
その他 ②

「平成２９年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指
導上の諸課題に関する調査（文部科学省）」の結果概略

《 宮崎県公立学校分 》

【調査対象期間】 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日
【調査対象校数】

小 学 校 ２４１校 中 学 校 １２９校
高等学校 ４４校 特別支援学校 １３校

〈 合計 ４２７校 〉

※ 小学校には、休校中の４校を含む。

※ 中学校には、中等教育学校前期課程１校、県立中学校２校を含む。

※ 高等学校には、中等教育学校後期課程を含む。また、全定併置校や通信制併設校は、それ

ぞれ１校（計１０校）として集計している。

※ 不登校の状況については高等学校通信制は含めない。

※ 特別支援学校の調査項目は、いじめの状況のみである。

１ 暴力行為の状況

小 学 校 ・・・・・６９件
中 学 校 ・・・・・４５件
高 等 学 校 ・・・・・４２件 計 １５６件

本県（公立）の暴力行為の発生件数は１５６件で、１，０００人当たりの発生件数

は１．４件であり、全国（国公私立４．８件）に比べて極めて低い割合にある。

２ いじめの状況
（１）いじめの認知件数

小 学 校 ・・・・・１２，０８７件
中 学 校 ・・・・・ １，２７６件
高 等 学 校 ・・・・・ ２００件
特別支援学校 ・・・・・ ２９件 計 １３，５９２件

本県（公立）のいじめの認知件数は１３，５９２件で、１，０００人当たりの認知

件数は１１９．５件であり、全国（国公私立３０．９件）に比べて非常に高い割合にある。

このことは細かな事案についても認知し、報告するように取り組んだ結果である。

具体的には、アンケートや教育相談などを工夫・改善するとともに、認知件数の捉え

方を全学校に丁寧に説明するなど、「いじめはどの子ども、どの学校にも起こりうる」と

いう理解のもと、いじめの積極的な認知に向けた取組を行っている。



（２）いじめの解消の状況（平成３０年３月３１日現在）

解消しているもの 解消に向けて取り組み中 その他
計

（日常的に観察継続中）

小 学 校 １１，０９１ ９９６ ０ １２，０８７

中 学 校 １，０８５ １８９ ２ １，２７６

高等学校 １７０ ２８ ２ ２００

特別支援学校 ２６ ３ ０ ２９

計 １２，３７２ １，２１６ ４ １３，５９２

本県（公立）の１３，５９２件の認知件数のうち、平成３０年３月３１日現在で
解消しているものは１２，３７２件である。いじめ防止基本方針の基準に照らして、
安易に解消と判断することのないよう、認知したいじめを組織的に対応しながら、
いじめの解消に向けて各学校で取組が行われている。

３ 小・中学校における出席停止の状況

本県（公立）での出席停止はない。全国（国公私立）は８件である。

※ 出席停止とは学校教育法第３５条に基づく措置である。他の児童生徒の教育に妨
げとなる行為（例：授業その他の教育活動の実施を妨げるなど）を繰り返し行う児
童生徒の出席の停止をその保護者に対して、市町村教育委員会が命じるものである。

４ 不登校の状況

（１）小学校における不登校児童数

小 学 校・・・・・２０６人

本県（公立）の１，０００人当たりの不登校児童数は３．４人であり、全国（国公

私立５．４人）に比べて低い割合にある。

（２）中学校における不登校生徒数

中 学 校・・・・・８６８人

本県（公立）の１，０００人当たりの不登校生徒数は３０．３人であり、全国（国

公私立３２．５人）に比べて低い割合にある。

（３）高等学校における不登校生徒数

高等学校・・・・・２７３人

本県（公立）の１，０００人当たりの不登校生徒数は１２．４人であり、全国（国

公私立１５．１人）に比べて低い割合にある。



５ 高等学校における中途退学者数

高等学校・・・・・２７０人

本県（公立）の１，０００人当たりの中途退学者数は１１．６人であり、全国（国

公私立１３．５人）に比べて低い割合にある。

６ 自殺の状況

本県（公立）で自殺した児童生徒数は１人（全国（国公私立）は２５０人）である。

７ 教育相談の状況

来 所 相 談 ・・・・・ ３０件
電 話 相 談 ・・・・・１２４件 計 １５４件

県教育研修センターにおける教育相談件数は１５４件であり、全国の都道府県・

指定都市における教育相談件数は １９９，２９３件である。

※ 全国結果は文部科学省のホームページに掲載

（http://www.mext.go.jp/）


